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運 用 報 告 書（全体版） 
第61期＜決算日2022年８月19日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 
信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 
主として、わが国の公社債に投資し、長期的に安
定した収益の確保を目的として、安定運用を行い
ます｡ 

主要投資対象 

公社債投信 
（８月号） 

ＭＨＡＭ公社債投信マザーファン
ド受益証券およびわが国の公社債
を主要投資対象とします。 

ＭＨＡＭ 
公社債投信 
マザーファンド 

わが国の公社債を主要投資対象と
します。 

運 用 方 法 

「Ａ」格相当以上の公社債を主要投資対象とします。
なお、信託財産の純資産総額の30％を上限に
「ＢＢＢ」格相当の公社債に投資することがあり
ます。 
組入公社債および短期金融商品等の実質平均残存
年数は、原則として約0.5年から約３年程度の範囲
内で調整します。 

組 入 制 限 

公社債投信 
（８月号） 

外貨建資産への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の30％以下
とします。 

ＭＨＡＭ 
公社債投信 
マザーファンド 

外貨建資産への投資は、信託財産の
純資産総額の30％以下とします。 

分 配 方 針 

毎計算期末に、運用収益（収益分配前の信託財産
の純資産総額が当該元本の額〔１万口当たり１万
円とします。〕を超過する額）の全額を分配しま
す。ただし、純資産総額が元本総額を下回った場
合には、分配は行いません。 

 
<運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 
 
さて、「公社債投信（８月号）」は、

2022年８月19日に第61期の決算を行
いました。ここに、運用経過等をご報告
申し上げます。 
 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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公社債投信（８月号） 
 
■最近３期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ 

総 合 短 期 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 税 込 み 

分 配 金 
期 中 
騰 落 率 (参考指数) 期 中 

騰 落 率 
 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

59期(2020年８月19日) 10,000 1.79 0.02 234.98 △0.44 90.9 － 1,688 
60期(2021年８月19日) 10,000 1.80 0.02 234.86 △0.05 16.7 － 1,609 
61期(2022年８月19日) 10,000 0.83 0.01 234.60 △0.11 20.7 － 1,544 
（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注４）ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合短期は、小数第３位を四捨五入しております（以下同じ）。 
（注５） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合短期の知的財産権その他一切の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、同指数の正

確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません（以下同じ）。 
（注６）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移  

年 月 日 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ 

総 合 短 期 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率  騰 落 率 （参 考 指 数） 騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2021年８月19日 10,000 － 234.86 － 16.7 － 

８月末 10,000 0.00 234.82 △0.02 16.3 － 
９月末 10,000 0.00 234.74 △0.05 15.2 － 
10月末 10,000 0.00 234.68 △0.08 16.6 － 
11月末 10,000 0.00 234.75 △0.05 16.6 － 
12月末 10,000 0.00 234.61 △0.11 14.3 － 

2022年１月末 10,000 0.00 234.46 △0.17 14.4 － 
２月末 10,001 0.01 234.37 △0.21 14.5 － 
３月末 10,001 0.01 234.39 △0.20 8.3 － 
４月末 10,001 0.01 234.48 △0.16 7.0 － 
５月末 10,001 0.01 234.50 △0.15 8.4 － 
６月末 10,001 0.01 234.50 △0.15 10.2 － 
７月末 10,001 0.01 234.63 △0.10 14.6 － 

（期 末）       
2022年８月19日 10,000.83 0.01 234.60 △0.11 20.7 － 

（注１）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
 



 
010_3174753712210.doc 

― 2 ― 

■当期の運用経過（2021年８月20日から2022年８月19日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４） 当ファンドはベンチマークを定めておりません。 
 
基準価額の主な変動要因 
「ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド」受益証券への投資を通じて、残存期間が１年程度までの公社債
やコマーシャルペーパー（以下、ＣＰ）などに実質的に投資を行った結果、公社債等の利息収入などか
ら基準価額は上昇しました。 
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投資環境 
国内短期金融市場では、３ヵ月国庫短期証券利回りは日銀がマイナス金利政策を含む大規模な金融緩
和政策を継続している影響により、マイナス圏で推移しました。日銀は、ＣＰや社債の買入も行ってい
ることから、ＣＰや公社債の利回りも上昇しづらい環境となりました。 
 
ポートフォリオについて 
●当ファンド 
「ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド」受益証券の組入比率を高位に維持しました。 
 
●ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド 
わが国の公社債やＣＰへの投資により安定した収益の確保を目指した運用を行いました。期を通じて
公社債、ＣＰを組み入れたポートフォリオを維持しました。 
 
［組入上位銘柄（国内債券）］ 2022年８月19日現在  
順位 銘柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 
１ ３回 東京都競馬社債 0.180 2023/７/５ 4.2 
２ ４１回 西日本高速道路債券 0.080 2023/３/20 3.1 
３ ３７回 東京電力パワーグリッド社債 0.290 2023/６/９ 2.8 
４ ３４回 大和証券グループ本社社債 0.300 2023/６/２ 2.8 
５ ４回 住友重機械工業社債 0.170 2023/３/15 2.3 

（注）比率は、ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
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ベンチマークとの差異について 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。 
 
 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
 
分配金 
当期の収益分配金は、ファンドの分配方針に基づき、元本超過部分を全額分配いたしました。 
 
今後の運用方針 
●当ファンド 
今後も当ファンドの運用方針に従い、「ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド」受益証券の組入比率を高
位に維持します。 
 
●ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド 
マザーファンドでは今後も、安定した収益の確保を目指した運用を行うとの方針に基づき、わが国の
残存１年以内の公社債やＣＰを中心に投資を行う方針です。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 

第61期 

項目の概要 （2021年８月20日 
～2022年８月19日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 0円 0.001％ （a）信託報酬＝期中の１万口当たり元本×信託報酬率 
（投信会社） （ 0） （ 0.000） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価

額の算出等の対価 
（販売会社） （ 0） （ 0.001） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理等の対価 
（受託会社） （ 0） （ 0.000） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行

等の対価 
（b）その他費用 0 0.000 （b）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

（監査費用） （ 0） （ 0.000） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 
合計 0 0.001  

（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。なお、その他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額（10,000円）で除して100を乗じたものです。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2021年８月20日から2022年８月19日まで）  
 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 

ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド 87,956 91,000 150,774 156,000 
 
■利害関係人との取引状況等（2021年８月20日から2022年８月19日まで）  【公社債投信（８月号）における利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引等はありません。 

 
【ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
 期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 6,352 2,447 38.5 － － － 
 
平均保有割合 7.4％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 

 
■組入資産の明細  親投資信託残高 

 期首（前期末） 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド 1,555,069 1,492,252 1,544,033 
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<補足情報＞ 
■ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンドの組入資産の明細 
 下記は、ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド（20,896,848,561口）の内容です。 
 
（1）公社債 
（Ａ）債券種類別開示 
国内（邦貨建）公社債 

区 分 
2022年８月19日現在 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ち Ｂ Ｂ 格 
以下組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
普 通 社 債 券 4,463,000 4,468,340 20.7 － － － 20.7 
合 計 4,463,000 4,468,340 20.7 － － － 20.7 
（注）組入比率は、2022年８月19日現在のマザーファンド純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
（Ｂ）個別銘柄開示 
国内（邦貨建）公社債銘柄別 

銘      柄 
2022年８月19日現在 

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日 
（普通社債券） ％ 千円 千円  
５回 東京電力パワーグリッド社債 0.4800 200,000 200,028 2022/08/31 
１１回 東海旅客鉄道社債 1.1500 62,000 62,236 2022/12/20 
１回 日鉄住金物産社債 0.1500 200,000 200,122 2023/03/03 
４回 住友重機械工業社債 0.1700 500,000 500,418 2023/03/15 
４１回 西日本高速道路債券 0.0800 680,000 680,313 2023/03/20 
１７回 光通信社債 0.3900 100,000 100,169 2023/03/23 
１４回 ＳＢＩホールディングス社債 0.7000 200,000 200,381 2023/03/27 
１２回 東京電力パワーグリッド社債 0.4400 65,000 65,169 2023/04/19 
２７回 大和証券グループ本社社債 0.4000 171,000 171,369 2023/04/25 
３７５回 中国電力社債 1.0490 90,000 90,632 2023/04/25 
３４回 大和証券グループ本社社債 0.3000 595,000 596,012 2023/06/02 
３７回 東京電力パワーグリッド社債 0.2900 600,000 600,714 2023/06/09 
２回 パーソルホールディングス社債 0.1900 100,000 100,072 2023/06/14 
３回 東京都競馬社債 0.1800 900,000 900,697 2023/07/05 

合   計 － 4,463,000 4,468,340 － 

 
（2）国内その他有価証券 

区 分 2022年８月19日現在 
評 価 額 比 率 

 千円 (％) 
国 内 短 期 社 債 等 11,999,025 <55.5> 
（注１）＜ ＞内は、2022年８月19日現在のマザーファンド純資産総額に対する評価額の比率です。 
（注２）金額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■投資信託財産の構成 2022年８月19日現在 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 公 社 債 投 信 マ ザ ー フ ァ ン ド 1,544,033 99.9 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,881 0.1 
投 資 信 託 財 産 総 額 1,545,915 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2022年８月19日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 1,545,915,624円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,881,997 
Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 公 社 債 投 信 
マ ザ ー フ ァ ン ド(評価額) 1,544,033,627 

（B） 負 債 1,100,364 
未 払 収 益 分 配 金 128,219 
未 払 解 約 金 951,997 
未 払 信 託 報 酬 16,359 
そ の 他 未 払 費 用 3,789 

（C） 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 1,544,815,260 
元 本 1,544,813,719 
次 期 繰 越 損 益 金 1,541 

（D） 受 益 権 総 口 数 1,544,813,719口 
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,000円 

 
（注）期首における元本額は1,609,585,011円、当期中における追加

設定元本額は92,199,304円、同解約元本額は156,970,596円
です。 

■損益の状況 
 

当期 自2021年８月20日 至2022年８月19日 
項   目 当  期 

（A） 受 取 利 息 等 収 益 △101円 

支 払 利 息 △101 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 158,443 

売 買 益 158,443 

（C） 信 託 報 酬 等 △20,148 

（D） 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 138,194 

（E） 前 期 繰 越 損 益 金 1,084 

（F） 解 約 差 損 益 金 △9,518 

（G） 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 129,760 

（H） 収 益 分 配 金 △128,219 

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ＋Ｈ) 1,541 
 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表

示しています。 
（注３） (F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

計算期間末における収益より、諸経費および信託報酬を控除
した残額128,219円（１万口当たり０円83銭）を分配金額と
しております。 
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■分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金 ０円83銭 
※分配金を再投資する場合、分配金は税引後自動的に無手数料で再投資されます。 
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ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンド 
運用報告書 

第21期（決算日 2022年４月19日） 
（計算期間 2021年４月20日～2022年４月19日）  

ＭＨＡＭ公社債投信マザーファンドの第21期の運用状況をご報告申し上げます。 
 
当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2001年４月20日から無期限とします。 

運 用 方 針 
公社債への投資により、長期的に安定した収益の確保を目的として、安定運
用を行います。 
「Ａ」格相当以上の公社債を主要投資対象とします。なお、信託財産の純資産
総額の30％を上限に「ＢＢＢ」格相当の公社債に投資することがあります。 

主 要 投 資 対 象 わが国の公社債を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 株式への投資は行いません。 外貨建資産への投資は、信託財産の純資産総額の30％以下とします。 
 
■最近３期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ 

総 合 短 期 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 （参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
19期(2020年４月20日) 10,343 0.02 235.07 △0.26 99.0 － 23,533 
20期(2021年４月19日) 10,345 0.02 234.90 △0.07 34.1 － 22,883 
21期(2022年４月19日) 10,347 0.02 234.45 △0.19 8.4 － 21,854 
（注１）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合短期は、小数第３位を四捨五入しております（以下同じ）。 
（注３） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合短期の知的財産権その他一切の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、同指数の正

確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません（以下同じ）。 
（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ 
総 合 短 期 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2021年４月19日 10,345 － 234.90 － 34.1 － 

４月末 10,345 0.00 234.88 △0.01 30.2 － 
５月末 10,346 0.01 234.86 △0.02 26.7 － 
６月末 10,346 0.01 234.81 △0.04 20.2 － 
７月末 10,346 0.01 234.85 △0.02 17.1 － 
８月末 10,346 0.01 234.82 △0.04 16.3 － 
９月末 10,346 0.01 234.74 △0.07 15.2 － 
10月末 10,346 0.01 234.68 △0.10 16.6 － 
11月末 10,346 0.01 234.75 △0.06 16.6 － 
12月末 10,346 0.01 234.61 △0.12 14.3 － 

2022年１月末 10,346 0.01 234.46 △0.19 14.4 － 
２月末 10,347 0.02 234.37 △0.23 14.5 － 
３月末 10,347 0.02 234.39 △0.22 8.3 － 

（期 末）       
2022年４月19日 10,347 0.02 234.45 △0.19 8.4 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
 



 
100_3174753712210.doc 

― 13 ― 

■当期の運用経過（2021年４月20日から2022年４月19日まで）  
  

 
基準価額の推移 
当ファンドの基準価額は１万口あたり10,347円となり、前期末の同10,345円から0.02％上昇しまし
た。 
 
基準価額の主な変動要因 
当ファンドでは、残存期間が１年程度までの公社債やコマーシャルペーパー（以下、ＣＰ）などに投
資を行った結果、公社債等の利息収入などから基準価額は上昇しました。 
 
投資環境 
国内短期金融市場では、３ヵ月国庫短期証券利回りは日銀がマイナス金利政策を含む大規模な金融緩
和政策を継続している影響により、マイナス圏で推移しました。日銀は、ＣＰや社債の買入も行ってい
ることから、ＣＰや公社債の利回りも上昇しづらい環境となりました。 
 
ポートフォリオについて 
わが国の公社債やＣＰへの投資により安定した収益の確保を目指した運用を行いました。期を通じて公
社債、ＣＰを組み入れたポートフォリオを維持しました。 
 
今後の運用方針 
当ファンドでは今後も、安定した収益の確保を目指した運用を行うとの方針に基づき、わが国の残存
１年以内の公社債やＣＰを中心に投資を行う方針です。 
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■１万口当たりの費用明細  
計算期間中に発生した費用はありません。 

 
■売買及び取引の状況（2021年４月20日から2022年４月19日まで）  
（1）公社債 

 買 付 額 売 付 額 

国 内 

 千円 千円 
地 方 債 証 券 － － 

  （40,000） 
特 殊 債 券 － － 

  （127,000） 
社 債 券 3,635,567 － 

  （9,438,000） 
（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 
（注３）社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 
 
（2）その他有価証券 

 買 付 額 売 付 額 

国 内 
 千円 千円 

国 内 短 期 社 債 等 49,997,389 － 
  （41,000,000） 

（注１）金額は受渡代金です。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 
 
■利害関係人との取引状況等（2021年４月20日から2022年４月19日まで） 
 
期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 3,635 1,031 28.4 － － － 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 
（1）公社債 
（Ａ）債券種類別開示 
国内（邦貨建）公社債 

区 分 
当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ち Ｂ Ｂ 格 
以下組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
普 通 社 債 券 1,830,000 1,830,854 8.4 － － － 8.4 
合 計 1,830,000 1,830,854 8.4 － － － 8.4 
（注）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
（Ｂ）個別銘柄開示 
国内（邦貨建）公社債銘柄別 

銘      柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日 
（普通社債券） ％ 千円 千円  
４回 イオンフィナンシャルサービス社債 0.5520 300,000 300,032 2022/04/28 
５回 イオンフィナンシャルサービス社債 0.2300 500,000 500,090 2022/05/27 
１７回 ＳＢＩホールディングス社債 0.4300 300,000 300,079 2022/05/30 
２４回 あおぞら銀行社債 0.1000 200,000 200,022 2022/06/10 
３回 スカパーＪＳＡＴホールディングス社債 0.5640 100,000 100,086 2022/06/17 
３回 東京電力パワーグリッド社債 0.5200 30,000 30,022 2022/06/20 
１２回 ＳＢＩホールディングス社債 0.9000 100,000 100,121 2022/06/22 
１回 明電舎社債 0.3800 100,000 100,077 2022/07/20 
５回 東京電力パワーグリッド社債 0.4800 200,000 200,320 2022/08/31 

合   計 － 1,830,000 1,830,854 － 

 
（2）国内その他有価証券 

区 分 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 (％) 
国 内 短 期 社 債 等 12,999,353 <59.5> 
（注１）＜ ＞内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率です。 
（注２）金額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■投資信託財産の構成 2022年４月19日現在 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

公 社 債 1,830,854 8.4 
そ の 他 有 価 証 券 12,999,585 59.5 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 7,028,118 32.2 
投 資 信 託 財 産 総 額 21,858,559 100.0 
 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 

(2022年４月19日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 21,858,559,501円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 7,025,575,054 
その他有価証券（評価額） 12,999,585,958 
社 債 券（評価額） 1,830,854,876 
未 収 利 息 2,366,671 
前 払 費 用 176,942 

（B） 負 債 4,000,000 
未 払 解 約 金 4,000,000 

（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 21,854,559,501 
元 本 21,122,034,763 
次 期 繰 越 損 益 金 732,524,738 

（D） 受 益 権 総 口 数 21,122,034,763口 
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 10,347円 

（注１）期首元本額 22,119,495,814円 
追加設定元本額 1,269,076,620円 
一部解約元本額 2,266,537,671円 

（注２）期末における元本の内訳 
公社債投信（１月号） 1,892,951,419円 
公社債投信（２月号） 1,609,464,310円 
公社債投信（３月号） 1,632,283,911円 
公社債投信（４月号） 1,495,299,554円 
公社債投信（５月号） 1,240,211,293円 
公社債投信（６月号） 2,001,313,094円 
公社債投信（７月号） 2,286,202,306円 
公社債投信（８月号） 1,551,206,769円 
公社債投信（９月号） 1,451,751,775円 
公社債投信（10月号） 1,338,254,558円 
公社債投信（11月号） 1,776,063,155円 
公社債投信（12月号） 2,847,032,619円 
期末元本合計 21,122,034,763円 

■損益の状況 
当期 自2021年４月20日 至2022年４月19日 
項   目 当  期 

（A） 受 取 利 息 等 収 益 15,807,508円 

受 取 利 息 17,371,095 
支 払 利 息 △1,563,587 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 △12,708,912 

売 買 損 △12,708,912 
（C） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 3,098,596 

（D） 前 期 繰 越 損 益 金 763,965,091 

（E） 解 約 差 損 益 金 △78,462,329 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 43,923,380 

（G） 合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 732,524,738 

次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 732,524,738 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

 


